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Abstract
Theauthorsofthisstudyexamineintwodifferentwaystheuseofinquisitivescience
learningtopromotescienceliteracy.First,theauthorsfocusonchangesmadetoJapan・s
・Curriculum Standards・overtheyearsandcompareandconsidertheuseoftheterms,
・Learning through Problem Solving・,・SystematicLearning・and・InquisitiveLearning.・
Second,theauthorsdescribeacomparativestudyofJapan・s・InquisitiveLearning・andthe
concept,・Inquiry・introducedintheNationalScienceEducationStandards（US）.
Summaryofthisstudy:
・・LearningthroughProblem Solving・and・SystematicLearning・areinteractive,andtaken
together,theymakeacourseofeducation.Bearingthatinmind,teachersshouldevaluate
children・sability,andapplyappropriatelevelsofdifficultyandofthespeedatwhichthe
courseprogresses.
・Itisnecessaryandimportantforteacherstokeepinmindtheprocessoflearning,or
・ProcessSkils,・butattentionshouldalsobepaidtothesubstance.Teachersshouldunderstand
children・slogicandthentailortheirpresentationofthecurriculum tothatlogic.
・Asidefrom apursuitof・ProcessSkils・,itisimportanttonurturechildren・sabilityto
examinewhethertheirideasarescientificalyvalidthroughreferencetoavailablematerials
orbyothermeans,andtobeabletoprovethatandexplainwhytheyarescientificaly
valid.
・Torefine・InquisitiveLearning・asitisemployedinJapan,weshouldseehow theUS・s
・Inquiry・wilbehandledandwhatarethemeritsanddemeritsofthisform ofeducation.
Weshouldintegratetheirpositiveattributesintooureducationalsystem.
Keywords:scienceliteracy（科学的リテラシー）,learningthroughproblem solving（問題解決学
習）,systematiclearning（系統学習）,inquiry（探究）,NationalScienceEducation
Standards（US）（全米科学教育スタンダード）,processskils（プロセススキル）
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1 本研究の目的
現在，わが国の学校教育においては，科学的リテラシーの育成が課題となっている。科学的リテラ
シーとは，『全米科学教育スタンダード』1）によれば，「個人的な意思決定，または市民的および文化
的な活動への参加，そして経済生産力の向上のために必要になった，科学的な概念およびプロセスに
ついての知識および理解のこと」2）であると述べられている。さらに，科学的リテラシーの育成にお
いては，「探究としての科学（ScienceasInquiry）」が重要であると指摘され，探究に関するスタンダ
ードは，「探究を行う（Todoscientificinquiry）能力」と，「科学的探究（Scientificinquiry）について
の理解を深めるための能力」に重点をおいている3）4）。
日本において科学的リテラシー育成の重要性が盛んに指摘されるようになった背景には，国立教育
研究所による平成13年度および15年度教育課程実施状況調査，IEA（国際教育到達度評価学会）によ
るTIMSS2003調査，OECD（経済協力開発機構）によるPISA2003調査および2006調査，国立教育
政策所による平成17年度特定の課題に関する調査結果がある。このような背景を受け止め，中央教
育審議会教育課程部会の理科専門部会では，日本の理科教育の改善について検討した。このことに関
わって，日置5）は，平成20年1月に示された中央教育審議会答申に基づき，科学的リテラシー育成
の視点から，日本の理科教育の課題について，次の6点を指摘している。
（1） 子どもは理科の学習が大切であるという意識は高くない。また，国際的に見て理科の学習に対する意欲
が低い傾向がある。
（2） 国民の科学に対する関心が低い。
（3） 理科の学習の基盤となる自然体験，生活体験が乏しくなってきている現状がみられる。
（4） 内容の基礎的な知識理解が十分ではない状況がある。
（5） 科学的な思考力表現力が十分ではない現実がある。
（6）「科学的証拠を用いること」に比べ，「科学的な疑問を認識すること」や「現象を科学的に説明すること」
に課題がみられる。
これらの課題の改善を図るため，2008年1月17日に公示された中央教育審議会『幼稚園，小学校，
中学校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について』の答申では，理数教育の充実
の必要性が強調され，理科教育の改善の基本方針として，「探究的な学習活動を充実する方向で改善
する」と指摘している。これを受けて，平成20年8月に改訂された『小学校学習指導要領解説 理
科編』6）では，「理科の学習で重要なことは，児童が主体的に問題解決の活動を行い，その学習の成
果を生活とのかかわりの中でとらえ直し，実感を伴った理解ができるようにすることである」と具体
的に述べている。
また，『小学校学習指導要領解説 生活編』7）においても，科学的なものの見方考え方の基礎が
養われることを期待し，3年生以降の理科学習につなぐ必要があると述べるなど，これまでにない改
善の方向性を示している。
このような理科学習および生活科の学習の改善点を踏まえると，子どもの学習の具体的な姿である
「探究的な学習活動」のあり方を検討することが課題となってくる。しかし，日本における「探究的
な学習活動」の捉え方は多様であり，一定の方向に定義づけられているとはいいがたい。このような
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学習指導要領の改善の下で理科の授業時間数が増えたとしても，「探究的な学習活動」のあり方が検
討されなければ，わが国の子どもの科学的リテラシー育成が十分に図れるかどうかは疑問である。な
ぜならば指導内容の基礎的な知識理解に着目する教師は，知識の注入を意図するような学習方法に
陥りかねないし，「探究」という言葉のもつイメージから，子どもの「探究心」だけを重視する教師
は，「はいまわる経験主義」の教育のように，子どもに何を身につけさせたいのか明確な目的のない
まま，理科の学習を展開しかねないといえる。
そこで，本研究では，科学的リテラシーを育成する「探究的な学習活動」のあり方を探ることをね
らいとする。具体的には日本の理科学習における「問題解決学習」，「系統学習」，「探究学習」の捉え
方について，理科学習指導要領の変遷をもとに比較検討を行う。また，科学的リテラシー育成を課題
とするアメリカの「Inquiry」を参考にしながら，これからの日本における「探究的な学習活動」の
あるべき姿について検討を行う。さらに，こうした検討を踏まえて，「探究的な学習活動」のあり方
についての知見を提案する。
2 日本における理科学習理論の変遷
（1） 問題解決学習の特徴
「問題解決学習」とは『新理科教育用語辞典』によれば，「児童が問題を主体的に自覚し，把握した
ならば，それを解決せずにはいられないような精神的不安定を生じる。そのためこれを解消しようと
して，教師の手を借りながらも，自主的に解決への行動を起こす。ときには直観的に，あるときは，
いろいろな情報を集め，整理し，論理を中心にして，経験と関係づけ意味づけたりして，問題を解決
していく。これが問題解決学習である。」8）と定義されている。また，『キーワードから探るこれから
の理科教育』では，「問題解決学習」にはいろいろな定義があることを指摘したうえで，「児童生徒が
学習主題として問題を取り出し，その解決法についても主体的能動的に取り組み，考えていく学習法
のことである。」9）と述べられている。
これらの定義から，「問題解決学習」に必要不可欠な要素として次の3点をあげることができる。
① 子ども自身が問題を把握していること
② 子どもが主体的に問題を解決しようとしていること
③ 子どもが論理的に思考していること
昭和27年『小学校学習指導要領 理科編』10）では，理科教育において問題解決学習の重要性が示
された。この時期の理科は，身の回りの自然事物現象に関する疑問を解決し，そこから得られた知
識を応用し生活を豊かにすることがねらいだったことから，生活単元学習と呼ばれる。例えば，「風
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表1 昭和27年『小学校学習指導要領 理科編』にみられる問題解決学習の段階11）
学 習 の 段 階 指導の段階
① 学習すべき問題をはっきりつかむ。 導きの段階
② 問題を解決するために計画をたてる。 計画の段階
③ 研究に基づいて，研究や作業を続ける。 研究の段階
④ 研究や作業の結果をまとめる。 整理の段階
⑤ まとめた結果を活用し応用してみる。 活用の段階
が吹くとどのようなことがおこるでしょう」といった問題例が示されている。この単元の展開にあた
っては，学習段階が表1に示すような5段階で捉えられている11）。
このことに関わって大髙は，現在の問題解決学習は，昭和27年に提唱された問題解決学習の段階
のうち⑤の「活用の段階」が欠如していると指摘し，「現在の問題解決学習過程では，問題解決によ
って得られた結果を自分以外の人と討議したり，そして何より実生活に活用応用するという段階が
まったくと言ってよいほど考慮されていない。」12）と述べている。
また，平成20年8月の『小学校学習指導要領解説 理科編』の「第4章 指導計画の作成と内容
の取扱い」6）には，次のような記述がなされている。
理科の学習で重要なことは，児童が主体的に問題解決の活動を行い，その学習の成果を生活とのかかわり
の中でとらえ直し，実感を伴った理解ができるようにすることである。学習したことを生活とのかかわりの
中でとらえ直すことで，理科の学習の有用性を感じることができ，学習に対する意欲も増進する。
ここでいう主体的な問題解決の活動とは，児童自らが自然の事物現象に興味関心をもち，問題を見い
だし，問題解決の一連の過程を経験することである。理科の学習では，問題解決はこれまでも重視されてき
たことであるが，その過程だけが形式化され，教師の指示に従うだけの活動になり，本来の意味での主体的
な問題解決の活動にならない場合もあった。
つまり，平成20年改訂の学習指導要領では，「活用の段階」は重要であり，特に子どもが意欲的に
理科を学ぶために必要不可欠であるということを重視しているのである。このことから，今回の学習
指導要領の改訂の意図について，昭和27年の学習指導要領で提唱された問題解決学習の5つの段階
を再評価し，実践すればいいと捉えられがちであるが，そうではない。先に示した今回の学習指導要
領に示された内容を踏まえると，問題解決学習の段階だけを重視することになれば，子どもの主体性
が後退するという問題が生じかねないからである。
（2） 問題解決学習から系統学習への移行
大髙13）は，昭和27年代に提唱された問題解決学習に対して昭和30年前後から，次に示すような
批判があったと述べている。
・日常生活で出会う問題は子どもにとって解決が困難であり，学習課題としては難しすぎる。
・問題が難しい場合，非科学的な憶測がなされ，指導が困難である。
・生活単元問題解決学習の内容の選択配列は，系統性が欠如している。
・実験観察の技術と基礎的な知識を全ての子どもに等しく身につけさせることが困難であり，基礎学力の低
下につながる。
・理科が他教科と結びついていないため，学習が非能率的である。
・教師にとって問題解決学習は指導方法が複雑で，多くの時間と技術と労力を要する。
問題解決学習は優れた学習方法であることについては，広く認められてはいたが，上述した問題点
もあったため，大髙はさらに「昭和30年代を境にして，戦後の理科教育界は生活単元問題解決学
習から，いわゆる系統学習へと移行していった」14）と述べる。また川上は「学力低下論が強まって，
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1958年以降は系統学習の元で知識の系統性を重視する思想が主流になった。」15）と述べている。
昭和27年度の学習指導要領が改訂されて告示された，昭和33年度の『小学校学習指導要領 理科
編』16）の「第2 指導計画作成および指導の一般方針」によれば，「各教科，道徳，特別教育活動お
よび学校行事等について，相互の関連を図り，全体として調和のとれた指導計画を作成するとともに，
発展的，系統的な指導を行うことができるようにしなければならない。」と示された。奥村は，「1958
（昭和33）年の学習指導要領は，いわゆる系統学習を規定したものである。」17）と述べている。ここで
は，系統学習への変化を理解するための一例として，第4学年の学習内容の留意事項を取り上げる。
内容（5）のウ〔てこ〕に関する学習は，第6学年（5）のエ〔てこ〕との関連を考え，ここでは日常用い
られる道具を使い，それを通して具体的な経験を得させて，てこの三点と，それにはたらく力について理解
させる。三点間の数量的関係については，第6学年で扱うようにする。
このように，学年をまたがる学習内容については，関連を図る必要性を指摘することが多いのが，
昭和33年の『学習指導要領』の特徴の1つである。このことに関わって，系統学習を強く批判した
著書の中で上田は，「もし仮りに教師の用意したものが論理的系統的であったとしても，子どものな
かでそれが分断されゆがめば，いかに系統学習を誇称しても子どもを系統的にすることはできない。
系統が実現すべきであるのは，子どものなかであって，教師の机の上ではない。」18）と述べている。
すなわち，系統性については教師の論理ではなく，子ども自身の一連の観察実験における，子ども
の論理として位置づけられなければならないと捉えることができる。
系統学習の基本的な考え方は，アメリカの科学教育カリキュラム改革運動の影響により徐々に影を
ひそめていき，昭和44年度改訂の『中学校学習指導要領 理科編』19）では，探究学習にその座を譲
ることとなる。
（3） 探究学習の特徴
川上15）は日本が系統学習を重視するようになった頃，アメリカでの「理科教育の現代化運動」が
あり，その理論的な支柱を与えたのがブルーナー（1960）の『教育の過程』であったと述べている。
探究学習導入の元となった，昭和44年度改訂の『中学校学習指導要領 理科編』19）の具体的目標は
次の通りである。
1 自然の事物現象の中に問題を見いだし，それを探究する過程を通して科学の方法を習得させ，創造的
な能力を育てる。
2 基本的な科学概念を理解させ，自然のしくみや，はたらきを総合的，統一的に考察する能力を養う。
3 自然の事物現象に対する科学的な見方や考え方を養い，科学的な自然観を育てる。
川上15）は，この『中学校理科学習指導要領』の特徴を「内容的にはスパイラルが，方法として
「探究」が強調された」と述べている。また，小川20）は探究学習の要素として，次の3点をあげてい
る。
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① 児童生徒の探究活動への主体的な参加
② 基本的科学概念の修得
③ 基本的科学概念の修得を可能にする科学的な探究能力の修得
従来の問題解決学習の考え方と異なる点は，上述③の「科学的な探究能力の修得」が強調された点
である。こうした考え方は，理科の学習においては「科学の方法」や「プロセススキル」こそが重
要であるという考え方につながっていく。
川上は，「「探究学習」は「探究の行き過ぎ」が指摘されるに及んで，1977年には「行き過ぎの是
正」がなされるにいたった。そのため，1989年の学習指導要領の改訂以降は，「探究学習」や「発見
学習」よりも，「問題解決（的）学習」がよく使われるようになっている。」15）と述べている。
これまで述べてきたことを学習指導要領の変遷をもとに整理すると，理科学習の考え方は図1のよ
うに表すことができる。なお，日置村山は，「どのような時代であろうが，理科が理科という教科
である限り，これまで継承されてきたものがある。それは，自然の事物現象を対象とすることであ
る。子どもに問題解決を通して，科学的な見方や考え方を養うことである。」21）と述べている。
（4） 問題解決学習に類似の学習理論
「問題解決学習」に類似の学習方法に，「課題解決学習」「発見学習」「探究学習」がある。「課題解
決学習」は，「指導すべき内容を，子どもに疑問文の形で課題として投げかける形式」22）である。こ
れは，はいまわる「問題解決学習」と，受け身の教育である「系統学習」の双方の欠点を補うものと
して考案された。安藤は，飯利，本橋らが解釈定義づけした課題解決学習を「生徒の多様な個性に
適切に対応しながら，生徒一人ひとりの目指す目標に向かって自らの手で課題を解決していけるよう，
教師が側面から援助していく学習方法」23）であると紹介している。また，松原らは，「発見学習や探
究学習は知識獲得の過程に児童生徒が主体的に取り組むことから広義の問題解決学習の一種と見なす
こともできる。」9）と述べている。これらの学習理論とその関係は，表2と図2のように整理するこ
とができる。
（5）「探究学習」における「プロセススキル」の課題
小倉は，「「科学的探究能力」という言葉が用いられるときは，プロセススキルを意味することが
多くあ」26）ると述べている。礒田正美は，プロセススキルを提唱したガニエ（R.M.Gagne）の
「カリキュラムを編成するときに概念を階層化し，学習教材を適切に順序づけることの重要さ」27）を
紹介している。ガニエは，探究について次のように示している。
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図1 学習指導要領の変遷をもとにした理科学習論
「探究とは，問題解決のためのアプローチによって特徴づけられる一組の活動のことで，その活動においては，
初めて出くわした現象それぞれがその人の思考への挑戦となっているようなものである。そして，そのような思
考は組織的で注意深い観察で始まり，必要な諸測定を計画し，観察されたものと推論されたものとを明確に区別
し，理想的な環境下では輝かしい飛躍となってはいるが，常にテスト可能であるような解釈を発明し，合理的な
結論を引き出す。それ（探究）は，科学的研究のエッセンスとよんでもよいような類の活動である。」28）
小倉26）は，このガニエの理論を基に作られた初等理科カリキュラムである SAPA（Science-A
ProcessApproach）は科学者の行為から13のプロセスを抽出したとして，次のように紹介している。
・基本プロセス（小学校4年までに習得させる）
① 観察する ② 時空の関係を用いる ③ 分類する ④ 数を用いる ⑤ 測定する
⑥ 伝達する ⑦ 予測する ⑧ 推測する
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表2「問題解決学習」に類似の日本で取り組まれた学習理論
課題解決学習22） 探究学習24） 発見学習25）
主な提唱者 広岡亮蔵 ガニエ（R.M.Gagne） ブルーナー（J.S.Bruner）
日本で広まった時期 昭和36年（1961）頃 昭和43年（1968）頃 昭和52年（1977）頃
日本における学習法
の特徴
教えるべき知的な「内容」
を教師が「課題」として問
題を出す場面から始まる。
「探究の過程」を重視し，
「科学の方法（プロセス
スキル）」を習得させる。
直観的な思考を重視し，子
どもの直観を仮説とし，そ
れを子どもたちが検証する
学習方法。
背景とねらい 「系統学習」では子どもが
受身の授業になり活力が低
下することが多かった。学
習の系統性は重視しつつ，
児童に活力をもたせる必要
があった。
アメリカ科学教育カリキュ
ラム改革運動の影響を受け，
「系統学習」に代わるもの
として導入された。探究能
力の育成，科学概念の形成，
未知の自然を探究しようと
する態度を養うことをねら
いとする。
知識獲得のプロセスに子ど
もを参加させる。新しい概
念は，子ども自らが事物現
象に関わることによって
「発見」されると考えられ
た。
いずれも子どもが主体であることを原則とする学習方法
図2 問題解決学習に類似の学習理論の関係図
・統合的プロセス（小学校4年以降に学習する）
⑨ 変数を制御する ⑩ データを解釈する ⑪ 仮説を形成する ⑫ 操作的に定義する
⑬ 実験する
小倉26）は，この考え方が昭和44年～46年改訂の中学校高等学校指導要領に「科学の方法」とし
て導入され，今日「科学的に調べる能力」あるいは「探究の技法」と言われるものの原型になってい
ると述べ，理科の学習と科学者の探究活動に共通する知的技能を，次のように整理し紹介している。
① 実験課題の明確化 ② 仮説の設定 ③ 変数の同定 ④ 制御変数操作変数
反応変数の明確化 ⑤ 操作的定義 ⑥実験計画 ⑦ 測定記録 ⑧ データの処理
⑨ 論理的推論 ⑩ 結果の考察
小倉は26），実際の問題解決が上述のような定形で進行するわけではないことを断ったうえで，「探
究の諸技法に習熟してこなかった人は，多くの場合，実験仮説を設定できなかったり，変数を同定し
ないで条件の曖昧な実験を実行したり」すると述べている。また，そのために，「論理の飛躍した結
論を強引に導いたり，結果（データ）と結論（わかったこと）や考察との区別がつかなかったりしが
ち」であると述べている。
小林は，探究活動の意義を論ずる中で「アメリカの「Project2061」（筆者ら注:後述3（1）参照）で
も，探究活動を通したプロセススキルズ（ProcessSkilsは，プロセススキルと同義である）の育成
が重要視され」，「科学の方法による探究活動の重要性は，時代と国を問わない不易の課題となって
い」29）ると述べている。
しかし，小川30）は，現代の科学観とそれに基づく探究学習批判の中で，構成主義的科学教育論の
立場をとる研究者たちが，プロセススキル学習に関して批判的であると述べ，その理由として，
① 科学哲学の観点からの批判 ② 認知心理学の観点からの批判 ③ 教授学という観点からの批
判，の3点をあげている。ここでは，特に，③ 教授学という観点からの批判の中から，「教えられ
た認知スキルは転移可能か」ということについて述べる。
小川は，「学習者（特に初歩の学習者）がある新しい状況を理解しようとするアプローチの仕方は，
手続きの一般的な規則を適用するというよりも，今の状況と似ていると自分が判断し得るよく知って
いる状況とのアナロジーによって推論を行っていることが明らかになってきている。（中略）いわゆ
るプロセススキルは，一般性の程度が高度すぎるのである。学習者が知識を組織化するやり方はこ
のようなプロセスを取り巻いて起こるのではない。それゆえ，このようなプロセススキルのような
活動のまわりに授業を組織すると，子どもたちに意味のあるような諸経験間に彼らが関連づけをする
のが困難になるのである。」31）と指摘している。
また，堀32）は，構成主義学習論の系譜の中で，転移の可能性が大きいとされてきた探究学習につ
いて，最近多くの疑問が投げかけられているとして，その主なものを4点あげている。
① 新しい知識の獲得は，子どもの既有の知識とその構造，および新しい知識の構成に依存しているので，探
究学習では新しい概念の形成へと導くことがむずかしい。
② 子どもたちは自ら探究的に学ぶものの，教師は科学的法則あるいは原理に導くことを意図していて矛盾が
見られる。教師の思惑から外れる探究は教師に無視されることになりかねないので，子どもが挫折感を抱く。
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③ 同一の年齢の子どもたちであっても，自然認識や科学的概念理解の仕方は極めて多様であるので，同じ内
容を探究的発見的に行えば同じ目標にりつくことができるという考え方に対して，再考が必要である。
④ 科学に特定の方法があるのかどうか，またたとえあったとしてもそれはどんなものであるかについて，一
般的な合意が得られていない。
これまでみてきたように，プロセススキルや探究学習に関する評価は様々である。しかし，今日
の学校教育の現場が，このプロセススキルの影響を，なお強く受けていることは事実である。例え
ば，わが国の理科学習において34年生では予想する段階を重視し，56年生では仮説を立てる段
階を重視する傾向は，SAPAが示した，プロセススキルにおける，基本プロセスと統合的プロセ
スの学年による区別と酷似している。プロセススキルを身につけさせることが，科学リテラシーの
育成にどのようにつながるのかについては，十分検討が必要である。
近年，日本人がノーベル化学賞や，ノーベル物理学賞を受賞しているが，そのきっかけとなる発見
は，偶然に得られていることが多い。もちろんその後，再現性を高める実験において，条件を制御す
るなどの手法は，必要不可欠である。しかし，教えられた認知スキルがあれば多くの新しい発見がで
き，科学概念を獲得していくことができるはずだという考え方は，科学者の発見の歴史をみる限り疑
問視せざるを得ないといえる。
これらのことから，プロセススキルは重要ではあるが，「探究的な学習活動」の中心に位置する
わけではないと捉えることができる。
（6） 問題解決学習と系統学習の関係
問題解決学習と系統学習は，図3上部のように対置の関係にあるかのように捉えられがちである。
しかし，問題解決学習に対する批判の多くは，問題解決学習が形骸化したり教師のコントロールを失
ったりした場合に起こる問題点について指摘しているのであり，系統学習に対する批判の多くは，知
識を注入するだけでよいと考えた場合に起こる問題点について指摘しているのである。つまり，どち
らも本来あるべき理想の学習が成り立っていない状況について批判しあっているのである。
米国の哲学者教育学者のジョンデューイ（JohnDewey）は，著書『子どもとカリキュラム』
33）
の中で，「子どもの経験と，学習課程を編成してきたさまざまな形式の教科とのあいだには，本来の
性質上（種類は異なっているが）ある種のギャップがあるという偏向した観念から，まさに脱却するこ
とにほかならない。」34）と指摘している。また，「教科は，
子どもの経験の埒外にあり，それ自体が既成のものであり，
固定したものであるとするような教科の観念を放棄して，
そして，子どもの経験もまた，何か硬直し固定したものと
して考えるようなことを止め，子どもの経験を何か流動的
で胎芽的で闊達なものとして考察してみよう。」35）と述べ
ている。さらに，「教育的課程とは，それら成熟と未成熟
という両者による作用にほかならない。」36）とも述べてい
る。これらのデューイの指摘を問題解決学習と系統学習と
の関係の構図に援用すると，子ども主体の「問題解決学習」
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図3 問題解決学習と系統学習の構図
も時代ごとの科学の産物に起因する「系統学習」も共に流動的なものとして捉え，図3下部のように，
両者の相互作用によって教育が成り立つと考えることができる。
3『全米科学教育スタンダード』にみられる理科学習論
（1）『全米科学教育スタンダード』成立の背景と刊行の意図
科学教育に関するアメリカの国家的スタンダードの全容を示した『全米科学教育スタンダード』1）
は，1996年に，全米研究協議会（NationalResearchCouncil:以下NRC）によって刊行された。『全米
科学教育スタンダード』の開発には，全米科学教育連合学会（NationalScienceTeachersAssociation）
やアメリカ科学振興協会（AmericanAssociationfortheAdvancementofScience:以下AAAS）をはじ
めとする，多くの科学教育関連学会や行政機関が携わった。小倉は，「『全米科学教育スタンダード』
は，科学的リテラシーを身につけた市民のあるべき姿を実現するための，すべての児童生徒のため
の科学教育の指針として設計された。」37）と述べている。また，武村は，『全米科学教育スタンダー
ド』に関して，日本の理科教育の危機を打開するための資料として国際比較の意義を述べたうえで
「日本の学習指導要領のように基準性の強いものではない。人種，民族，宗教などの異質な要素を許
容し，人間の能力，適性，関心に応じた教育の多様化の原理が，学校及び市と州レベルで，アメリカ
の教育課程の実践と発展の中で，互いに補ったり，拮抗し合って，アメリカ人を形成してきた。この
基準は，「多様の統一」を理想像として試みたものである。社会の進歩，個人の幸せに役立つことを
願って，学級や学校レベルの問題を，国家レベルでトライしてみようとしている。」38）と述べている。
『全米科学教育スタンダード』の先行プロジェクトの1つに，審議会答申の『危機に立つ国家－教
育改革の要請』39）がある。アメリカの教育システムの再考および改革を要求したこの答申について，
小倉は，「すべての高校生が習得すべき科学が，知識のみならず，科学的な考え方を含み，日常生活
に応用でき，さらに社会や環境と密接に関係するものとなることを訴えている。」37）と述べている。
また，小倉は，その背景として，「子どもの学力低下と経済の国際的競争力の危機感」40）があったと
も述べている。そして，すべての生徒向けの科学教育の改善に応えたAAASは，幼稚園から高等学
校第3学年を対象に，科学，数学，技術の分野におけるカリキュラムの改革を目指し，1985年に
「プロジェクト 2061」を発足させた。その最初の成果として刊行されたのが ScienceforAl
Americans（『すべてのアメリカ人のための科学』）41）である。理科カリキュラム観の国際比較にお
いて「プロジェクト 2061」におけるカリキュラム構成を取り上げた人見42）は，AAASは，「プロジ
ェクト2061」で，高等学校終了時までに，すべての生徒は何を身につけたらよいかについてまとめ，
科学的リテラシーを定義したと述べている。これらの成果を受けて，NRCによって，学校の科学カ
リキュラムを開発するための指針として1991年から1995年の検討期間を経て刊行されたのが『全米
科学教育スタンダード』である。本書の概要によれば，刊行の意図は次のように述べられている。
「全米科学教育スタンダードは科学的リテラシーを身につけた市民のあるべき姿を提示し，各学年の児童
生徒が必要とする知識，理解，態度の概略を述べている。全米科学教育スタンダードは教育上のシステム化
について述べている。すなわちシステム化により，すべての児童生徒が高いレベルの学習を達成し，個々
の教師がそれぞれの状況に応じた効果的な学習のために基本的な意思決定を任され，教師と児童生徒がう
まくみ合って科学の学習に集中できる学習共同体となりえるのである。」
43）
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『全米科学教育スタンダード』の構成は，概要と次に示す8つの章からなっている。
・第1章 序
・第2章 原則と定義
・第3章 科学教授スタンダード
・第4章 科学教師のための専門性向上スタンダード
・第5章 科学教育におけるアセスメントスタンダード
・第6章 科学の内容スタンダード
・第7章 科学教育プログラムスタンダード
・第8章 科学教育システムスタンダード
本研究では，特に第1章，第2章，第3章，第6章から，「探究」に関連の深い記述を抜き出し，
考察を行う。
（2）「Inquiry」の意味の検討
小川44）は，探究学習について，西洋の「Inquiry」という概念には「科学的な問題解決」というイ
メージがつきまとい，日本語の「探究」概念とは違うと述べている。しかし，本論では，『全米科学
教育スタンダード』の翻訳の表記に習い，「Inquiry」を「探究」と表すことにする。
『全米科学教育スタンダード』第2章の「原則と定義」では，「Inquiry」について，次のように説
明されている。
「科学的探究とは，科学者が自然界を研究し，それらの研究から導かれた証拠に基づいた解釈を提案する
過程で用いられる種々の方法のことである。探究はさらに，科学者がどのように自然界を研究するかについ
ての理解もさることながら，児童生徒が科学的思考の知識および理解を深める活動のことである。」
45）
「探究とは次に示す多面的な活動のことである。すなわち，観察を行うこと，科学的疑問を生み出すこと，
どんなことがすでに分かっているのかを確かめるために，書籍および他の情報源を調べること，研究の計画
を立てること，実験から見つけた証拠で既知のものを調べること，データを集め，分析し，かつ，解釈する
ために実験器具を使用すること，答えや説明および予測を提案すること，また結果について他の人々と意思
の疎通を図ることである。」46）
これらの説明から，「Inquiry」は「プロセススキル」に近いと読み取られがちである。現に
InquiryandtheNationalScienceEducationStandards:A GuideforTeachingandLearning
の FAQの中で，「スタンダードにはなぜプロセススキルについて書かれていないのですか」と
いう問いに対して，「スタンダードにはプロセススキルの要素がすべて入っている」
47）と答えてい
る。しかし，『全米科学教育スタンダード』の概要には，次のような記述もある。
・「スタンダードで述べている知識と技能はすべての児童生徒が体得できるものであり，さらに児童生
徒の中には，科学教育スタンダードで示されているレベル以上の力を有する者も出てくるようになるのであ
る。」48）
・「全米科学教育スタンダードは，「プロセスとしての科学」以上のものを求めている。これまで，「プロセス
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としての科学」が意味することは，児童生徒が観察したり，推測したり，実験したりする能力を学習する
ことであった。探究活動こそが科学の学習の中心になるのである。」48）
・「探究活動で重要なことは，すべての教師が一つの科学教育のやり方をすべきであるといっているのではな
い。探究活動は多くの異なった側面を持っているので，教師は科学教育スタンダードで示されている理解力
や様々な能力を発達させるための多彩な戦略を使用する必要がある。」49）
ここで述べられている「プロセスとしての科学」は，「探究の過程」を学ぶ学習，すなわち「プロ
セススキル」に近い学習のことを指している。これらの記述から読み取れることは，「Inquiry」
において基礎基本は大切であるが，そこにとどまるのではなく，児童生徒は個々の実情に応じて，
より高いレベルを目指すべきであるということである。
『全米科学教育スタンダード』第6章では，内容スタンダードとして次の8つのカテゴリーを紹介
している50）。
① 科学における統合概念とプロセス UnifyingConceptsandProcesses
② 探究としての科学 ScienceasInquiry
③ 物理科学 PhysicalScience
④ 生命科学 LifeScience
⑤ 宇宙および地球科学 EarthandSpaceScience
⑥ 科学と技術 ScienceandTechnology
⑦ 個人的，社会的観点から見た科学 ScienceinPersonalandSocialPerspectives
⑧ 科学の歴史と本質 HistoryandNatureofScience
この中で②の「探究としての科学」は科学教育における基本であり，究極的に児童生徒の学習活
動の配列と選択を導く1つの原理であると述べられている。そして，探究に関するスタンダードを，
探究を行う能力と科学的探究についての理解を深めるための能力に分けて紹介している。
また，ここでいう探究について，丹沢は1990年以降現在までのアメリカ理科教育の特色を述べる
中で，科学的探究への注目を取り上げ「科学の本質を科学的探究にあると見なしている点で，ここ
40年来アメリカの理科教育は変化していない。しかしながら，全米理科教育基準で述べられている
ように，従来の探究のスキル育成のみならず，科学的探究活動を通して，「科学的探究とは何か」ひ
いては「科学とは何か」についての理解にまで到達させようとしているのが現在の特徴である。いわ
ば，知識獲得の道具としての探究から，科学の本質を理解させるための探究，つまり学習目標として
の探究へと，その意味内容は拡張されていると言える。」51）と述べている。
これらのことから，アメリカの「Inquiry」と，プロセススキルに代表される日本の「探究学習」
は，大きく異なることが分かる。日本の「探究」の定義が多様であることは先に述べたが，米国では，
『全米科学教育スタンダード』1）の増補版として202ページにわたる「Inquiry」の具体的事例に基づ
いた解説書4）が刊行されている。この解説書を用いることで，教師は「Inquiry」について共通の理
解をもって，授業を行うことができる。この解説書によれば，どの学年においても，「Inquiry」は
次の5つの教授学習要素から成り立っている
52）。
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① 学習者が科学的な質問に興味を持つ
② 学習者は質問に答えるための証拠に優先順位をつける
③ 学習者は証拠に基づいて明確に説明する
④ 学習者は自分たちの説明と科学の知識とを結びつける
⑤ 学習者は他の人に説明とその正しさを伝える
表352）は，この5つの段階（質問→証拠→説明→結びつける→正しさを伝える）を縦軸に，子どもの
主体性を横軸にとった表である。この表から，日本における「探究学習」の視点に欠けているものと
して，次の3点をあげることができる。
・「結びつける」という学習段階における子どもの主体性は，日本においてあまり重視されてこなか
った。科学の知識と結びつける段階では，教師主導の授業になることが多い。例えば教科書やプ
リントを読む。教師が黒板に書いた文字を，子どもがノートに書き写すといった授業形態が多い。
・「正しさを伝える」という学習段階における子どもの主体性も，日本においてあまり重視されて
こなかった。したがって，先に，日置5）が述べていることを引用したように，日本の理科教育で
は，現象を科学的に説明することに課題がある。
・子どもの主体性を期待するが，教師が支援して達成できた活動であっても，それを「Inquiry」
とみなしている。子どもは個々において主体性の度合いが異なり，教師が手を差しのべることで，
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表352） 教室の探究学習でみられる主な様子の種類 原文要約:白數
ち が い
特 徴 多 い← 学習者の主体的に取り組む場面の多さ →少ない
学習者が科学的な
質問 に興味をも
つ ↓
学習者が質問をす
る
学習者はいくつか
の質問から選び新
しい質問をする
学習者は教師や事物などか
ら与えられた質問を絞り込
んだり明らかにしたりする
学習者は教師や事
物などから質問を
与えられる
学習者は質問に答
えるための
証拠 に優先順位
をつける ↓
学習者は証拠とな
るものを測ったり
集めたりする
学習者がいくつか
のデータを集める
学習者はデータを与えられ
たり分析方法を尋ねられた
りする
学習者はデータや
分析方法を教えて
もらう
学習者は証拠に基
づいて明確に
説明 する
↓
学習者は証拠をま
とめて明確に説明
する
学習者は証拠に基
づいて説明を明確
にする時に手伝っ
てもらう
学習者は明確に説明するた
めに証拠を使う方法を教え
てもらう
学習者は証拠を与
えられる
自分たちの説明と
科学の知識とを
結びつける
↓
学習者は独自に資
料などで調べる
学習者は科学的に
知られている知識
の領域や根源を教
えてもらう
学習者は関係ありそうなこ
とを与えられる
学習者は他の人に
説明とその
正しさを伝える
学習者は伝えるた
めに論理的に立証
を行う
学習者は伝えるた
めの論の展開につ
いて指導を受ける
学習者は手短に正確に伝え
るための一般的な指針を与
えられる
学習者は伝えるた
めの段階と手順を
与えられる
少ない← 学習者が教師や事物から与えられる量 →多 い
徐々に主体的な学びができるようになると捉えている。
上述の3つの視点は，日本の「探究的な学習活動」のあり方を考えるうえで重要な内容となりうる。
4 まとめと課題
近年，「問題解決的な学習」にかわって「探究学習」という言葉が多く使われるようになってきた。
2008年，日本理科教育学会全国大会発表論文集53）のキーワードに，「問題解決」をあげている論文要
旨が5件であるのに対して，「探究」（探究学習科学的探究探究活動など）をあげている論文要旨は
13件あった。アメリカでは，1960年代以降一貫して「探究中心（inquirycentered）」の指針，『全米
科学教育スタンダード』を打ち出している。なぜ今，問題解決学習ではなく，探究学習の必要性を説
くことが多いのだろうか。そもそも，問題解決学習と探究学習の違いは何であろうか。この問いに答
えるのは容易ではない。なぜならば，探究学習の捉え方は多様だからである。形骸化した問題解決学
習と差別化を図りたいという意向が働いているように感じられるが，いくつかの実践報告をみても，
問題解決的な学習の域を出ていないように思われる。そこで，これまでの検討を踏まえて科学的リテ
ラシーを育成する「探究的な学習活動」のあり方について次の3点を提言し，図4にこの考え方を模
式的に表した。
① 「問題解決学習」と「系統学習」はどちらも大切である。「子どもの主体性」を重んじつつ，
「教師の介入」が必要な場合もあるのと同じように，これらの相互作用によって教育は成り立
つと捉え，教師は個々の子どもの実情を十分に把握し，学習の難易度や，学習が進むスピード
を調整すべきである。
② 「問題解決学習」や「プロセススキル」にみられる学習の段階は，教師が指導計画を立てる
うえで参考になる。しかし，子どもの実情に合わないまま学習段階のみを意識して指導に当た
れば，子どもの科学の創造には至らず，問題解決学習そのものが形骸化する。学習段階に
順序性があるものと捉えず，子どもの論理で学習を進めるべきである。しかし，学習の自然な
流れの中で，「プロセススキル」にある観点を学習目標に加えていくことは，きわめて重要
である。
③ 理科学習において「プロセススキル」のほかに，重要な学びの視点が存在する。それは，自
分たちの考えたことが，科学的に正しいか，資料などを活用して調べ進めていく能力や，科学
的根拠に基づいて自分の考えの正しさを説明する能力を育成することである。
以上，本稿では，よりよい「探究的な学習活動」を作るた
めには，アメリカの「Inquiry」の目指す方向を見定め，そ
の優れている点を日本の教育に取り入れるべく，研究を進め
なければならない，ということを述べた。
今後の課題は，アメリカの「Inquiry」の理念や指導内容，
方法について，具体的な教材の分析を通して，日本の理科教
育の授業の実像の解明に迫ることである。
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図4 探究的な学習活動構築の道筋
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